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事業主の人材育成能力の強化 

－企業の教育訓練担当者を育成するための訓練プログラムの開発・実施－ 

－要約版－ 

 

本調査研究の目的、ねらい 

 企業の人材育成は、現場監督者や先輩従業員からの「現場で仕事を教える」ＯＪＴを中

心としている。このＯＪＴが上手く機能していれば問題はないが、昨今の雇用環境の変化

に伴い、終身雇用を前提とした長期視点でのＯＪＴが困難となっている中で団塊の世代の

大量退職、若年者の早期離職や追加採用に伴う再教育など、新規採用者や若手従業員を効

果・効率的に「一人前」「後継者」として育成することが重要視されている。 

 また、厚生労働省「平成 18 年度能力開発基本調査」の中で「人材育成に関して問題があ

るとした事業所」は 80.6％、その内訳として「指導する人材が不足している」59.1％、「人

材育成を行う時間がない」55.7％といった調査結果が出ている。人材育成は重要な課題と

認識しているが、人材育成を行う中核人材の不足や日常の生産活動を優先するため後回し

にされているのが現実である。 

 ＯＪＴについては、様々な文献・調査等で「一定の仕組み」が確立されているが、個々

の企業、技能・技術、ＯＪＴ指導者、指導対象者などの状況が異なること、技能・技術伝

承と併せて企業文化を反映した態度教育も伴うため、それぞれの現場にどのように適用さ

せるかが大きな壁であり、ポイントでもある。本研究では、「一定の仕組み」となる企業の

人材育成強化の全体プロセスの重要性を把握した上で、現場適用への距離を縮めるため支

援ツールを中心に部分活用・組み換えを想定した訓練プログラム群を提案する。 

 

調査研究結果の概要 

１ 研究会の概要（平成 18 年度～平成 19 年度） 

 企業における人材育成で豊富な経験と実績を持つ関係者を中心に構成する研究会を設置

し、平成 18 年度は、文献調査・企業調査で得られた情報や委員企業における人材育成のノ

ウハウを基に、教育訓練のキーパーソン像、企業で実施されるＯＪＴの実態、教育訓練担

当者の具備すべき能力、教育訓練担当者を育成する指導員の具備すべき能力、訓練プログ

ラム等について検討・整理した。 

１）企業の教育訓練担当者が具備すべき能力（職制に応じて５階層で整理 図１） 

２）企業の教育訓練担当者を育成する指導員が具備すべき能力 

３）企業の教育訓練担当者を育成するための訓練プログラム概要 
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企業内の

教育訓練担当者（企画・実施）

企業内の

教育訓練担当者（企画・実施）

①教育訓練を統括する者

（経営者層）

②教育訓練を統括する者

（部長レベル）

③企業全体の教育訓練を推進する者

（課長、担当者レベル）

④部署の教育訓練を推進する者

⑤実際に教える者

（ＯＪＴを中心にしている）

支
援

企業内の教育訓練担当者を

育成する者

（職業訓練指導員など）

企業内の教育訓練担当者を

育成する者

（職業訓練指導員など）

支
援

支
援

 

図１ 人材育成プログラムの対象者イメージ図(平成 18 年度中間報告書より作成） 

 

 平成19年度は、企業の人材育成を中長期的な視点で捉えた「人材育成能力の強化プロセ

ス」を整理した上で、ＯＪＴを支援する訓練プログラム・支援ツール等を開発した。また、

開発したプログラム等を企業において実施検証するとともに、個別企業への現場適用に向

けて必要となるニーズ調査などの事前調査、その調査に基づく訓練プログラムのカスタマ

イズなどの適用工程についても重要な要素として以下のようなポイントを整理した。 

 １）企業の人材育成システムを構築する「人材育成能力の強化プロセス」（表１） 

 ２）「計画的・意図的・効率的・継続的なＯＪＴ」を支援する訓練プログラム・ツール

類（表２～３、図２） 

 ３）訓練プログラム実施検証による個別企業への適用・展開事例 

 

２ 事業主の人材育成能力の強化プロセス 

 前述の「一定の仕組み」を参考に「人材育成能力の強化プロセス」（表１）を整理した。

このプロセスは、全社的な人材育成システム、人を育てる企業風土を構築する中長期的な

プロセスのモデルである。経営者自身は、人材育成の必要性について重要性を強く認識し

ているが、人材育成のプロセスを理解し自社適用を推進する専門家が身近にいないのが企

業の実態である。そこで、公共や民間の教育機関など人材育成の専門家と企業側の人材育

成担当者と両者が協働しながら自社適用し、「人材育成能力の強化プロセス」を吸収・普及・

伝承し、企業の中で拡大・継続するための礎（いしずえ）づくり支援を前提に整理してい

る。 
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フェイズ０ 事業主への啓発活動

啓蒙・営業 ０－１イベント、講演会等での人材育成システム構築の重要性の啓蒙

０－２事業主から個別相談の対応や営業活動

フェイズ１ 事業主への提案

提案 １－１提案書の作成

１－２経営幹部への提案

フェイズ２ 人材育成プロジェクトの発足

発足 ２－１メンバーの選定

２－２プロジェクトの目標共有

２－３プロジェクトの社内コミットメント

フェイズ３ 人材育成体系の整備

全体目標 ３－１経営戦略・経営理念等から人材育成目標への展開

３－２全社的な人材育成体系の整備

３－３職能別の人材育成体系の整備

フェイズ４ 部分導入準備

準備 ４－１試行部署の選定

個別目標 ４－２指導者の選定・準備教育

４－３仕事の明確化（職務分析）

４－４能力の明確化（保有スキルの明確化）

４－５目標の明確化（訓練テーマの選定）

４－６指導計画の作成

４－７評価項目の設定

フェイズ５ 部分実施

実施 ５－１指導対象者との面接

５－２指導の準備

５－３指導の実施

フェイズ６ 部分実施の評価・報告

評価 ６－１評価項目による確認

６－２アンケート、ヒアリング調査

６－３改善点の抽出と対策

６－４報告書の作成

６－５社内発表会

フェイズ７ 全社展開を想定した仕組みの構築

拡大 ７－１中長期的な取組みとしての再設計

７－２階層別研修等での人材育成プロセスの普及活動

※ プロジェクトメンバーが社内人材育成コンサルタントとして活動

フェイズ８ 全社展開と継続的な実施

継続 ８－１中長期的な取組みとしての継続的なコミットメント

８－２他部門への拡大展開

８－３継続的な改善

フェイズの概要

表１ 人材育成能力の強化プロセス 

各フェイズについては、フェイ

ズ０～１では、公的機関や教育機

関などにより、経営者や人材育成

担当者などに対する広報・啓発・

提案活動を行う工程である。 

 フェイズ２では、経営者の意志

決定のもと、プロジェクト（委員

会）発足、従業員へ取組みの周知

を行う。 

 フェイズ３では、従業員の生涯

職業生活に亘る人材育成の方針、

人材育成体系の整備、また、専門

能力に関しては事業部門ごとの体

系を整備し、企業としての総合的

な能力開発体系を整理する。 

 フェイズ４～６では、現場にお

いて計画的・意図的・効率的・継

続的なＯＪＴを展開するための手

順に従い、また、部分導入として

一部の部署で検証・評価し、拡大

展開に向けたカスタマイズを行い、

取組み効果を社内へ周知する。 

 フェイズ７～８は、拡大展開と

継続的な活動の工程である。 

 なお、このプロセスは、一般的な工程を表現したものであり、実際の展開には対象企業

の状況に合わせて部分的・選択的な活用も必要である。 

 

３ 訓練プログラム及び支援ツール 

 「人材育成能力の強化プロセス」の中から、以下の点に重点を絞りフェイズ４～６を中心

とした訓練プログラムと支援ツールを開発した。 

  １）訓練プログラムの主たる対象を図１の第３層～第５層の企業の教育訓練担当者と

したこと 

  ２）「計画的・意図的・効率的・継続的なＯＪＴ」を展開するための中核部分であるこ

と 
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３）もっとも現場適用が必要であり、開発した訓練プログラム、支援ツールの検証・

改善が重要であること 

 

表２ 「計画的・意図的・効率的・継続的なＯＪＴ」訓練プログラム構成 

No. 訓練プログラム名 対象者 概要 

① 
「計画的・意図的・効率的・継続的な

人材育成（ＯＪＴ）概論」コース 

人材育成・教育の意義と必要性、企業におけ

る人材育成の全体像を把握し、No.②、③に向

けた動機付けと意識合わせの導入コース 

② 
「能力開発の明確化」コース 

～何を教えればよいかわからない～ 

標準作業書、標準作業指導書の整備と活用 

カン・コツ・急所・ノウハウの洗い出し 

スキル（技能）マップの整備と活用 

③ 
「指導技法習得」コース 

～教え方がわからない～ 

③企業全体の教

育 訓 練 を推 進 す

る者（課長、担当

者レベル） 

 

④部署の教育訓

練を推進する者 

 

⑤ 実 際 に 教 え る

者（ＯＪＴを中心に

している） 

指導(OJT)計画の策定 

標準作業指導書の活用 

指導の理論とロールプレイング、評価方法 

    

④ 
「企業に対する人材育成システムの

導入支援概論」コース 

企業の教育訓練

担 当 者 を育 成 す

る指導員 

（ 職 業 訓 練 指 導

員など） 

No.①～③を企業支援へ展開するために必要

となる民間企業の人材育成の実態、・人材育

成プロセスの全体像の把握、企業へ向けた啓

発活動、各種業種・技術への適用方法などを

習得する。 

 

 訓練プログラムについては、集合研修により部下育成・教育訓練の必要性といった意識

あわせのための導入要素から、「計画的・意図的・効率的・継続的なＯＪＴ」に関する理

論付けを行いながら、段階ごとに職場での適用課題などの実習と組み合わせて展開する。 

 

表３ 「計画的・意図的・効率的・継続的なＯＪＴ」支援ツール一覧 

ツール（帳票）名 主な役割 概要 

標準作業書 
仕事（作業）の明確

化 

別名：作業マニュアル、作業標準書、作業手順書などともいう。 

作業を正確・効率・安全に遂行するための作業マニュアル。 

企業の保有する技能・技術・ノウハウを明確化。 

標準作業指導書 指導の標準化 

別名：指導マニュアル、指導手引きなどともいう。 

標準作業を適切に指導するために、ポイント、カン・コツ・急所や評

価目安などを明記した指導マニュアル。指導者が異なっても一定の品

質で指導ができる。指導のノウハウを記録。技能伝承マニュアル。 

スキル（技能） 

マップ【個人用】 

個人能力の明確化 

目標の明確化 

別名：技能マップ、技能カルテなどともいう。 

標準作業に対する従業員個人の保有スキル、到達度、指導歴などを記

録・明確化し、個人の指導計画に資する。 

スキル（技能） 

マップ【部門用】 

組織能力の明確化 

目標の明確化 

別名：技能マップ、技能カルテなどともいう。 

上記【個人用】を集約し、部門メンバーを列記したもの。組織・部門

としての保有スキルや不足スキルを明確にし、中期的な指導計画に資

する。 

指導（ＯＪＴ） 

計画書 

目標の明確化 

指導計画の設計 

年間、半期等の期間における対象者ごとの指導計画・履歴を明確化す

る。管理監督者と指導対象者との相談ツールとしても活用できる。 

標準作業体系 

職場全体の仕事の

明確化 

企業スキルの体系

化 

別名：標準作業一覧、スキルディクショナリーなどともいう。 

標準作業を体系化したもの。職場の職務分析表。重要度や難易度など

を列記することにより企業のスキル体系を整理する。 
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 支援ツールについては、ワークシートとしてモデル帳票を提示し、現場の実作業を整理

し、必要に応じてモデル帳票を自社の文書管理ルールに沿って項目等を変更し使いやすい

ものにして現場適用する。 

標準作業No. 指導年月日

職場名

標準作業名 標準時間

１２分 １５分 １８分

Ａ Ｂ Ｃ

最適 適 不安全

将来の目標

作成者 更新者氏名・年月日

安全留意事項

準備する機材・道
具

手順
標準

時間
（分）

安全確認 3 ①フライス盤点検表の確認
②各部の注油と点検
③不安全状態のチェック

１．工具・測定器等 5 　図面（作業指示書・工程書）の確認 機械能力（性能）を考慮
　　の準備 ①作業工程を考慮した選択

　切削条件
切削工具の寿命

②治具・刃具の確認 仕上げ代寸法の見積もり
③材料の測定・確認

２．チャッキング 5 ①エンドミルの取り付け ビビリの確認

振れ精度のチェック 許容値０．０５
テーブル精度チェック 前後・左右

３．材料の取り付け 5 ①治具の取り付け

保守・整備 3 ５Ｓの徹底 次回使用時の安全を意識する
点検表の確認

2005/5/30

標準作業の
到達目標

（評価ポイント）

フライス盤による製品加工の全行程（標準作業No.○○～○○）を一人で担当できる。

治具・工具の選択

取り付け状態（振れ）

作業内容

2007/10/16

フライス盤加工における段取り作業について、図面どおりの加工精度を実現するた
めに必要な適切な工具の選択と取り付けについて適切に実施できること。

安全（指導）のポイント
（カン・コツ、急所）

マイクロメータ、ノギス

S2-F002

到達の目安

製造部　第２製造課　金属加工チーム

○○　○○（班長）

２１分

作業時間

フライス盤　段取り作業

④　標準作業書（兼標準作業指導書）

標準作業No. 指導年月日

職場名

標準作業名 標準時間

１２分 １５分 １８分

Ａ Ｂ Ｃ

最適 適 不安全

将来の目標

作成者 更新者氏名・年月日

安全留意事項

準備する機材・道
具

手順
標準

時間
（分）

安全確認 3 ①フライス盤点検表の確認
②各部の注油と点検
③不安全状態のチェック

１．工具・測定器等 5 　図面（作業指示書・工程書）の確認 機械能力（性能）を考慮
　　の準備 ①作業工程を考慮した選択

　切削条件
切削工具の寿命

②治具・刃具の確認 仕上げ代寸法の見積もり
③材料の測定・確認

２．チャッキング 5 ①エンドミルの取り付け ビビリの確認

振れ精度のチェック 許容値０．０５
テーブル精度チェック 前後・左右

３．材料の取り付け 5 ①治具の取り付け

保守・整備 3 ５Ｓの徹底 次回使用時の安全を意識する
点検表の確認

2005/5/30

標準作業の
到達目標

（評価ポイント）

フライス盤による製品加工の全行程（標準作業No.○○～○○）を一人で担当できる。

治具・工具の選択

取り付け状態（振れ）

作業内容

2007/10/16

フライス盤加工における段取り作業について、図面どおりの加工精度を実現するた
めに必要な適切な工具の選択と取り付けについて適切に実施できること。

安全（指導）のポイント
（カン・コツ、急所）

マイクロメータ、ノギス

S2-F002

到達の目安

製造部　第２製造課　金属加工チーム

○○　○○（班長）

２１分

作業時間

フライス盤　段取り作業

④　標準作業書（兼標準作業指導書）

標準作業No. 指導年月日

職場名

標準作業名 標準時間

１２分 １５分 １８分

Ａ Ｂ Ｃ

最適 適 不安全

将来の目標

作成者 更新者氏名・年月日

安全留意事項

準備する機材・道
具

手順
標準

時間
（分）

安全確認 3 ①フライス盤点検表の確認
②各部の注油と点検
③不安全状態のチェック

１．工具・測定器等 5 　図面（作業指示書・工程書）の確認 機械能力（性能）を考慮
　　の準備 ①作業工程を考慮した選択

　切削条件
切削工具の寿命

②治具・刃具の確認 仕上げ代寸法の見積もり
③材料の測定・確認

２．チャッキング 5 ①エンドミルの取り付け ビビリの確認

振れ精度のチェック 許容値０．０５
テーブル精度チェック 前後・左右

３．材料の取り付け 5 ①治具の取り付け

保守・整備 3 ５Ｓの徹底 次回使用時の安全を意識する
点検表の確認

2005/5/30

標準作業の
到達目標

（評価ポイント）

フライス盤による製品加工の全行程（標準作業No.○○～○○）を一人で担当できる。

治具・工具の選択

取り付け状態（振れ）

作業内容

2007/10/16

フライス盤加工における段取り作業について、図面どおりの加工精度を実現するた
めに必要な適切な工具の選択と取り付けについて適切に実施できること。

安全（指導）のポイント
（カン・コツ、急所）

マイクロメータ、ノギス

S2-F002

到達の目安

製造部　第２製造課　金属加工チーム

○○　○○（班長）

２１分

作業時間

フライス盤　段取り作業

④　標準作業書（兼標準作業指導書）

ねじ切り
加工

はめ合わ
せ加工

部品Ａの
加工

部品Ｂの
加工

マシニン
グセンタ
オペレー
ション

特殊品Ｗ
の加工

1 1 1 3 1 10

8 5 6 2 9 1

役職名 年齢
勤続
年数

課長 38 15

主任 55 35

48 28

副主任 36 18

30 10

23 4

20 2

派遣 30 2

派遣 27 2

パート 45 5

パート 44 3

⑥－３　スキルマップ【部門用　保有技能分布】
監督者名

（指導統括課長）

評価欄（自己評価または監督者評価）

標準作業No.

標準作業名

推奨習得
勤続年数

職場名

氏名

レベル３以上
保有者数

重要度・難易度

Ｊさん

Ｉさん

Ｈさん

雇用太郎

Ａさん

Ｂさん

Ｃさん

Ｄさん

Ｅさん

Ｆさん

Ｇさん

4   1

3   2

4   1

3   2

4   1

3   2

4   1

3   2

4   1

3   2

4   1

3   2

4   1

3   2

4   1

3   2

4   1

3   2

4   1

3   2

4   1

3   2

20 1

5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

高橋

20

高橋

25

高橋

15

高橋

10

山本

7

山本

28

山本

28

山本

3

ポリテク
センター

20

ポリテク
センター

8

研修セ
ンター

3

機械加工概論 off-JT

放電加工 off-JT

③　指導（ＯＪＴ）計画書

標準作業
NO.

職場名

到達目標

監督者名
（指導統括）

○○課長

第２製造課で使用する工作機械をひとりで動かせるようになる。

標準作業名 到達度

フライス盤保全 ＯＪＴ

はめ合わせ加工 ＯＪＴ

フライス盤オペレーション ＯＪＴ

ＯＪＴ

フライス盤加工 ＯＪＴ

フライス盤段取り

ＯＪＴねじ切り加工

汎用旋盤オペレーション

汎用旋盤段取り ＯＪＴ

OJT

安全作業講習
社内
off-JT

製造部　第２製造課　金属加工チーム

指導対象者 年齢 勤続年数雇用　太郎

訓練方法
指導担
当者

指導予定（網掛け）及び実施時期（指導者押印）

標準作業No.

職場名

標準作業名 標準時間

標準作業の
到達目標

作成者 更新者氏名・年月日

関連する
標準作業や仕事

安全留意事項

準備する
機材・道具

１２分以下 １５分 １８分以上

Ａ Ｂ Ｃ

最適 適 不安全

手順 指導の段階
指導

（標準）時
間（分）

１．指導内容の説明 導入（動機付け）

提示（やってみせる）

適用（やらせてみせる）

総括・評価

指導（作業）内容
留意事項

（カン・コツ、急所）

判定基準（優・適・否）指導の目標・ポイント

⑤　標準作業指導書

評価項目

治具・工具の選択

取り付け状態（振れ）

作業時間

標準作業No.

職場名

標準作業名 標準時間

標準作業の
到達目標

作成者 更新者氏名・年月日

関連する
標準作業や仕事

安全留意事項

準備する
機材・道具

１２分以下 １５分 １８分以上

Ａ Ｂ Ｃ

最適 適 不安全

手順 指導の段階
指導
（標準）時
間（分）

１．指導内容の説明 導入（動機付け）

提示（やってみせる）

適用（やらせてみせる）

総括・評価

指導（作業）内容
留意事項

（カン・コツ、急所）

判定基準（優・適・否）指導の目標・ポイント

⑤　標準作業指導書

評価項目

治具・工具の選択

取り付け状態（振れ）

作業時間

標準作業No.

職場名

標準作業名 標準時間

標準作業の
到達目標

作成者 更新者氏名・年月日

関連する

標準作業や仕事

安全留意事項

準備する
機材・道具

１２分以下 １５分 １８分以上

Ａ Ｂ Ｃ

最適 適 不安全

手順 指導の段階
指導

（標準）時
間（分）

１．指導内容の説明 導入（動機付け）

提示（やってみせる）

適用（やらせてみせる）

総括・評価

指導（作業）内容
留意事項

（カン・コツ、急所）

判定基準（優・適・否）指導の目標・ポイント

⑤　標準作業指導書

評価項目

治具・工具の選択

取り付け状態（振れ）

作業時間

標準作業No. 到達度 指導者 確認年月日

⑥－１　スキルマップ【個人用】

備考
（追指導の必要性など）

職場名

氏名

監督者名
（指導統括）

年齢
勤続年数

標準作業名

汎用旋盤オペレーション

汎用旋盤段取り

ねじ切り加工

はめ合わせ加工

部品Ａの加工

部品Ｂの加工

スキルマップ
スキルマップ

スキルマップ【部門用】
スキルマップ【部門用】

標準作業書
標準作業書

標準作業指導書
標準作業指導書

指導（ＯＪＴ）計画書
指導（ＯＪＴ）計画書

部門
コード

職場（部門）名

仕事
コード

仕事（職務）名
標準作
業No.

標準作業
指導書No.

重要度 難易度
推奨

指導年数

機械加工（旋盤） 汎用旋盤オペレーション ★★★★★ ★★★ 1
汎用旋盤段取り ★★★★★ ★★ 1
ねじ切り加工 ★★★★ ★★★ 1
はめ合わせ加工 ★★★★ ★★★ 2

機械加工（ＮＣ旋盤） ＮＣ旋盤オペレーション ★★★★ ★ 1
ＮＣ旋盤プログラミング ★★★ ★★ 1
ＮＣ旋盤段取り ★★★★ ★★ 1
ＮＣ旋盤加工 ★★★★ ★★★ 1
ＮＣ旋盤保全 ★★★★ ★★ 1

機械加工（フライス盤） フライス盤オペレーション ★★★★★ ★ 1
フライス盤段取り ★★★★★ ★★ 1
フライス盤加工 ★★★★ ★★★ 2
フライス盤保全 ★★★★ ★★ 1

機械加工（マシニングセンタ） マシニングセンタオペレーション ★★★★ ★★ 1
マシニングセンタ段取り ★★★★ ★★★★ 2
マシニングセンタプログラミング ★★★ ★★★ 3
マシニングセンタ加工 ★★★ ★★ 1

機械加工（研削盤） 研削盤オペレーション ★★★★ ★★ 1
研削盤段取り ★★★ ★★ 1
研削加工 ★★★ ★★★★ 2

金属プレス加工 段取り ★★★★ ★★ 2
金型組立て・取り付け ★★★ ★★★★ 2
打ち抜き加工 ★★★ ★★ 2
曲げ加工 ★★★ ★★ 2
絞り加工 ★★ ★★★★ 3
せん断加工 ★★★ ★★★ 3
プレス加工検査 ★★★★ ★★★★★ 2
プレス金型保守 ★★★★ ★★ 1

Ａ製品製造ライン 部品Ａの加工 ★★ ★★★★ 3
部品Ｂの加工 ★★★ ★★★ 3
製品Ａの組立 ★★★★ ★★★★★ 2
製品Ａの検査 ★★★★★ ★★ 1

標準作業名

製造部　第２製造課

帳票Ｂ　標準作業体系

標準作業体系
標準作業体系 スキルマップ【個人用】

スキルマップ【個人用】

１対１

指
導

支
援

整
理

習
得

度
チ

ェ
ッ
ク

指導技法

指導の理論

整理体系化

組織スキルの

明確化

指導目標の

明確化

 

図２ 「計画的・意図的・効率的・継続的なＯＪＴ」支援ツールの相関図 

 

４ 訓練プログラムの検証 

 約150人の従業員規模のプラスチック製品製造業（射出成形）の企業のご協力を賜り、製

造部門のリーダー層４名を対象に訓練プログラムを検証した。 

 対象となる製造部門は、50名程度の部門で数名の成形作業者に対してリーダーが配置さ

れている。リーダーの主な役割としては、射出成形機の段取り（金型交換、材料替えなど）

や製造トラブルへの対応などである。多品種変量生産に対応するため30数台ある射出成形

機の段取り作業の効率化が課題となっている。 

 訓練プログラムを検証協力企業へ適用し、効果を上げるために以下の事前調査を行った。 

① 社長、工場長や総務部長から企業の人材育成の状況や意向の聞き取り 

② 経営理念や経営方針、ＩＳＯ認証取得状況の確認 

③ 受講対象者が抱えている課題・問題の聞き取り・アンケート調査 

④ 製造現場の視察 

⑤ 訓練プログラム編成の確認 
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５ 適用検証した訓練プログラムの概要 

 限られた期間の中で、検証協力企業の課題解決につながること、開発した訓練プログラ

ム等の個別企業向け適用のポイントを検証することを重視し、表４の日程及び内容で検証

を行った。 

表４ 検証実施日程と内容 

 

（１）検証及び企業適用のための訓練プログラムの調整ポイント 

  ① 図１にある第３層～第５層の役割が、企業の規模・人員構成などにより重複して

いること 

  ② 取組みに対する社長など幹部の理解と受講対象者に対する期待を表明すること 

  ③ 上司・監督者としての役割や部下育成・教育訓練の本質・重要性などの監督者・

リーダーシップの要素の拡充すること 

日程 主な内容 

第１回 1/12（土） 

プロジェクトの全体概

要 

動機付け 

意識合わせ 

教育・部下育成の必要性 

人材育成における見える化・標準化の必要性 

適切な指導内容・指導技術の必要性 

部下への心理面のサポート 

プロジェクトの全体像（人材育成能力の強化プロセス） 

第２回 1/26（土） 
リーダーシップ 

管理監督者の役割 

管理・監督者の仕事 

管理者の基本的な役割 

  管理の意味、管理と人資源、管理者の基本的な姿勢 

  コミュニケーションの意味・目的、コミュニケーションの要点 

  部下育成、育成の考え方、個人能力の育成 

自社適用へ向けた課題 
製造工程の概略資料の作成、今回対象とする作業工程（課

題）の抽出 

第３回 2/2（土） 

仕事の明確化 

能力の明確化 

目標の明確化 

ＯＪＴ環境整備の概要 

 現場の実態と管理監督者の悩み、あるべき姿、ありたい姿 

【実践学習】 

ＯＪＴ検証工程・場所の決定 

標準作業の洗い出し作業（ＣＵＤＢＡＳ注） 

スキル（能力）マップの作成 

試行対象者選出と現有能力調査 

スキルマップの作成 

自社適用へ向けた課題 
標準作業の整理、スキルチェック表の作成、スキルマップの作

成、標準作業指導書の検討 

第４回 2/23（土） 

指導方法 

指導計画策定 

指導の評価 

【実践学習】 

指導（ＯＪＴ）計画書作成 

指導ツール（標準作業指導書）の明確化・資料収集 

指導ツール（標準作業指導書）の作成 

ＯＪＴの実践（ロールプレイング） 

自社適用へ向けた課題 標準作業指導書の整理・改善 

第５回 3/8（土） 最終成果報告 

ＯＪＴの実践 

指導結果の評価（指導者＆指導対象者） 

成果発表と今後の取組み 

講師、受講者、経営幹部との意見交換 
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  ④ 受講対象者が抱えている課題の抽出と改善につながる成果を得ること 

  ⑤ 「人材育成能力の強化プロセス」の自立展開に向けた支援ツールとプロセスの伝承

（自ら適用・改善・継続を促進する契機の提供）につながること 

  ⑥ 生産計画に影響しない様にスケジュール調整を考慮すること 

  ⑦ 実機を使用しての実践検証及び企業適用であること 

 

まとめ 

 事業主の人材育成能力の強化について、「計画的・意図的・効率的・継続的なＯＪＴ」

を切り口に調査研究を展開してきた。その中でＯＪＴは、企業・現場・人により内容が異

なっており、カン・コツ・急所といった技能要素や態度教育が複雑に絡み合い具体的な標

準化が困難である。しかしながら、ある程度の汎用性を持たせつつ、個々の企業への円滑

な適用を支援するために「人材育成能力の強化プロセス」、訓練プログラムや支援ツール

などを整理した。 

 品質管理活動と同様に人材育成・教育訓練に関しても「見える化」「標準化」が重要で

あり、単に生産性が向上するだけでなく、人が関与する様々な問題の解決や風通しの良い

職場づくりの契機となる。本研究の成果については、個々の企業の置かれている状況が異

なることなどから、継続的に調査研究・検証を重ねる必要はあるが、「事業主の人材育成

能力の強化」の基本計画案・実施原案として充分に機能するものである。「人が成長し、

企業が成長する企業風土」醸成の契機として、本成果を原案として適用・改善・改良し、

長期的な取組みとして活用いただければ幸いである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                            
ＣＵＤＢＡＳ注 ：クドバス CUrriculum Development Method Based on Ability Structure カリキュラム開発の手法のひ

とつであり、職務分析・作業分解などにも応用ができる。参考文献：「現場でできる技術・技能伝承マ

ニュアル」森和夫著 日本プラントメンテナンス協会 
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報告書の構成 

はじめに 

第１章 概要・目的 

 第１節 本調査研究の背景・目的 

 第２節 平成１８年度研究会（中間報告）の概要 

 第３節 平成１９年度研究会の概要 

第２章 事業主の人材育成能力の強化 

 第１節 事業主の人材育成の実態 
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